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08
年
の
組
織
統
合
を
経
て 

有
数
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
実
施
機
関
に

　

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

（J
ap

an
 In

tern
ation

al C
oo 

-peration A
gency

：
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
）

は
、
独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

法
に
基
づ
い
て
、
２
０
０
３
年
10
月

に
設
立
さ
れ
た
（
外
務
省
所
管
）。

政
府
開
発
援
助
（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）
の
実
施

機
関
と
し
て
、
開
発
途
上
地
域
の
経

済
お
よ
び
社
会
の
安
定
に
寄
与
し
、

国
際
協
力
の
促
進
、
日
本
お
よ
び
国

際
経
済
社
会
の
健
全
な
発
展
に
資
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
06
年

の
政
策
金
融
改
革
の
流
れ
を
受
け

て
、
08
年
10
月
に
国
際
協
力
機
構

（
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
）
と
国
際
協
力
銀
行

（
Ｊ
Ｂ
Ｉ
Ｃ
）
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
部
門
が
統

合
し
、
現
在
の
新
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
発
足

し
た
。

　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
は
年
間
約
１
兆
円
の
事

業
規
模
、
約
１
０
０
カ
国
に
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
も
つ
、
世
界
で
も
有
数
の

総
合
的
な
Ｏ
Ｄ
Ａ
実
施
機
関
と
な
っ

て
い
る
。
日
本
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
は
１
９
５

４
年
の
ミ
ャ
ン
マ
ー
を
手
始
め
に
、

戦
後
補
償
の
一
環
と
し
て
ア
ジ
ア
諸

国
に
対
す
る
資
金
協
力
を
開
始
し

た
。
70
年
代
か
ら
80
年
代
に
か
け
て

は
、
Ｏ
Ｄ
Ａ
供
与
額
を
急
増
さ
せ
、

貿
易
黒
字
還
流
を
通
じ
た
世
界
経
済

へ
の
貢
献
を
強
め
、
86
年
に
は
フ
ラ

ン
ス
を
抜
き
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
経
済
協

力
開
発
機
構
）
の
Ｄ
Ａ
Ｃ
（
開
発
援

助
委
員
会
）
諸
国
中
第
２
位
の
Ｏ
Ｄ

Ａ
供
与
額
と
な
っ
た
。
91
年
か
ら
10

年
間
に
わ
た
り
世
界
の
ト
ッ
プ
ド
ナ

ー
と
な
り
、
国
内
外
で
透
明
性
の
向

上
を
求
め
る
声
が
増
大
す
る
と
、
Ｏ

Ｄ
Ａ
の
基
本
理
念
な
ど
を
定
め
た
Ｏ

Ｄ
Ａ
大
綱
を
発
表
し
た
。

　
Ｏ
Ｄ
Ａ
の
種
類
は
、
①
有
償
資
金

協
力
、
②
無
償
資
金
協
力
、
③
技
術

協
力
、
④
そ
の
他
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

や
緊
急
援
助
隊
等
）
か
ら
構
成
さ
れ

て
い
る
。
①
で
は
、
途
上
国
に
対
し

て
開
発
に
必
要
と
な
る
資
金
を
長

期
、
低
利
、
円
建
て
で
貸
付
を
行
う

円
借
款
業
務
と
、
途
上
国
に
お
い
て

事
業
を
行
お
う
と
す
る
民
間
企
業
を

投
融
資
の
資
金
提
供
で
支
え
る
海
外

投
融
資
業
務
が
あ
る
。
現
在
発
行
さ

れ
て
い
る
財
投
機
関
債
（
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ

債
）
の
調
達
資
金
の
使
途
と
も
な
っ

て
い
る
。
②
で
は
、
途
上
国
に
返
済

義
務
を
課
さ
ず
に
、
人
々
の
生
活
水

準
向
上
を
目
的
と
し
て
、
病
院
や
橋

の
建
設
な
ど
社
会
・
経
済
の
基
盤
を

つ
く
る
た
め
の
資
金
供
与
を
行
っ
て

い
る
。
③
で
は
、
日
本
の
技
術
・
知

識
・
経
験
を
生
か
し
、
途
上
国
の
社

会
・
経
済
の
開
発
の
担
い
手
と
な
る

人
材
の
育
成
を
行
っ
て
い
る
。

ア
ジ
ア
の
成
長
支
援 

新
成
長
戦
略
で
重
要
視

　

10
年
６
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
新
成
長
戦
略
」
で
は
、「
ア
ジ
ア
経

済
戦
略
」
が
日
本
の
成
長
エ
ン
ジ
ン

の
一
つ
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
た
。

ア
ジ
ア
は
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
長
く
開
発

援
助
に
取
り
組
ん
で
き
た
地
域
で
も

あ
り
有
償
資
金
協
力
の
地
域
別
累
計

残
高
で
は
８
割
超
を
占
め
て
い
る

（
図
表
）。
と
も
に
成
長
す
る
パ
ー

ト
ナ
ー
と
し
て
ア
ジ
ア
の
国
々
と
の

国
際
協
力
機
構

日
本
の
政
府
開
発
援
助
を
一
手
に
担
う

第
７
回
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関
係
が
一
層
重
要
性
を
増
し
て
い

る
。

　

と
く
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
は
、
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
の
な
か
で
も
唯
一
の
Ｇ
20
メ

ン
バ
ー
国
で
あ
り
、
近
年
著
し
い
経

済
成
長
を
遂
げ
て
い
る
（
11
年
の
Ｇ

Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
６
・
５
％
）。
イ
ン

ド
ネ
シ
ア
政
府
は
25
年
ま
で
の
中
長

期
開
発
計
画
を
促
進
す
る
た
め
、

「
経
済
開
発
加
速
化
・
拡
充
マ
ス
タ

ー
プ
ラ
ン
」（
Ｍ
Ｐ
３
Ｅ
Ｉ
）を
11
年

５
月
に
発
表
し
た
が
、
必
要
と
さ
れ

る
４
０
１
２
兆
ル
ピ
ア

（
約
33
兆
円
）
の
51
％
を

民
間
に
期
待
し
て
お
り
、

Ｐ
Ｐ
Ｐ
（P
ublic P

ri-

vate P
artnership

）
の

推
進
が
カ
ギ
と
な
っ
て
い

る
。

　

日
本
と
の
関
係
に
お
い

て
は
、
Ｍ
Ｐ
３
Ｅ
Ｉ
の
中

核
を
な
す
ジ
ャ
カ
ル
タ
首

都
圏
を
対
象
と
し
た
「
ジ

ャ
カ
ル
タ
首
都
圏
投
資
促

進
特
別
地
域
（
Ｍ
Ｐ

Ａ
）」
に
関
す
る
両
国
閣

僚
級
に
よ
る
運
営
委
員
会

が
12
年
10
月
に
東
京
で
開

催
さ
れ
、
そ
こ
で
Ｊ
Ｉ
Ｃ

Ａ
が
実
施
し
た
Ｍ
Ｐ
Ａ
マ

ス
タ
ー
プ
ラ
ン（
Ｍ
／
Ｐ
）

が
承
認
さ
れ
た
。
同
Ｍ
／

Ｐ
調
査
で
選
定
さ
れ
た
45
の「
優
先

事
業
」の
総
額
は
、
官
民
合
わ
せ
て

約
３
・
４
兆
円
と
見
積
も
ら
れ
、
う

ち
約
１
兆
円
は
日
本
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
を
含

む
外
国
か
ら
の
資
金
協
力
が
期
待
さ

れ
て
い
る
。
同
時
に
民
間
資
金
の
動

員
や
Ｐ
Ｐ
Ｐ
に
よ
る
事
業
推
進
が
う

た
わ
れ
て
い
る
。
Ｍ
Ｐ
Ａ
の
枠
組
み

の
な
か
で
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
初
の
地

下
鉄
と
な
る
ジ
ャ
カ
ル
タ
都
市
高
速

鉄
道
等
は
今
後
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政

府
関
係
者
と
の
協
力
を
通
じ
て
さ
ら

に
進
捗
の
加
速
が
見
込
ま
れ
、
多
く

の
日
本
企
業
の
参
画
が
期
待
さ
れ
て

い
る
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
で
の 

Ｏ
Ｄ
Ａ
再
開
を
協
議

　

さ
ら
に
、
ア
ジ
ア
最
後
の
フ
ロ
ン

テ
ィ
ア
と
し
て
注
目
さ
れ
る
ミ
ャ
ン

マ
ー
へ
の
円
借
款
支
援
再
開
が
議
論

さ
れ
て
い
る
。
12
年
４
月
の
日
緬
首

脳
会
談
に
て
、
両
首
脳
は
過
去
の
債

務
問
題
に
つ
い
て
一
定
の
道
筋
を
つ

け
た
。
ま
た
、
12
年
10
月
の
Ｉ
Ｍ
Ｆ

・
世
界
銀
行
総
会
時
に
は
「
ミ
ャ
ン

マ
ー
に
関
す
る
東
京
会
合
」
が
開
催

さ
れ
、
城
島
光
力
財
務
大
臣
か
ら

「
円
借
款
の
延
滞
債
務
解
消
の
た
め

の
措
置
を
、
来
年
１
月
に
実
施
す
る

こ
と
」「
来
年
の
で
き
る
だ
け
早
い

時
期
に
、
新
た
な
円
借
款
に
よ
る
本

格
的
な
支
援
を
再
開
す
る
こ
と
」
が

表
明
さ
れ
た
。

　

こ
う
し
た
円
借
款
再
開
に
向
け
た

動
き
の
な
か
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
で
は
、
ヤ

ン
ゴ
ン
か
ら
南
に
23
㌔
㍍
離
れ
た
テ

ィ
ラ
ワ
経
済
特
区
に
対
す
る
協
力
が

検
討
さ
れ
て
い
る
。
テ
ィ
ラ
ワ
経
済

特
区
は
、
日
緬
双
方
が
官
民
一
体
で

経
済
特
区
を
開
発
し
、
わ
が
国
企
業

の
ミ
ャ
ン
マ
ー
へ
の
ビ
ジ
ネ
ス
展
開

を
促
進
す
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、

ミ
ャ
ン
マ
ー
の
金
融
シ
ス
テ
ム
近
代

化
に
関
す
る
協
力
も
推
進
し
て
い

る
。
12
年
４
月
か
ら
、
大
和
総
研
、

Ｎ
Ｔ
Ｔ
デ
ー
タ
、
富
士
通
３
社
の
コ

ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
よ
る
調
査
を
通
じ

て
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
金
融
Ｉ
Ｃ
Ｔ
シ
ス

テ
ム
整
備
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
中
央
銀
行

の
シ
ス
テ
ム
開
発
や
業
務
改
善
に
向

け
た
協
力
を
行
っ
て
い
る
。 

◇

〔図表〕	 地域別円借款承諾額と残高上位 10 カ国（11 年３月末累計）

（注）　中華人民共和国に対する円借款は 07 年 12 月時点での６案件で新規は終了。
（出所）　ＪＩＣＡの資料から大和総研作成。

順位 国名 残高（億円）

1 インドネシア 21,705

2 中華人民共和国（注） 17,829

3 インド 13,666

4 フィリピン 9,652

5 ベトナム 8,337

6 パキスタン 5,620

7 タイ 4,923

8 スリランカ 3,537

9 エジプト 2,925

10 トルコ 2,803

欧州 3.3%
国際機関等 0.2%

アフリカ 3.3%

中東 6.6%

北米・中南米 5.5%

太平洋州 0.3%

アジア 80.9%
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